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監修
〇〇の指定区域での
無人航空機飛行訓練施設利用に関する基本合意書（草案）
株式会社〇〇〇（以下甲という）と、〇〇〇（以下乙という）とは、甲が運営する別紙目録記載の〇〇（以下対象施設という）を、乙に所属する会員資格者に限定して、対象施設の指定区域において無人航空機の飛行訓練等の施設として利用することを乙に許諾することに関して以下の条件により合意する。

第1条（目的）
　甲は、次条以下の条件を乙が適正に遂行することを条件に、対象施設の指定する区域（以下指定区域という）を、乙に所属する会員資格者（以下資格事業者という）が無人航空機の飛行訓練施設（以下飛行訓練施設という）として運営監理することを許諾する。
第2条（指定区域）
1.甲は、乙が飛行訓練施設として利用する区域を、図面を適示して別に指定する。

2.乙は、前項により指定された区域（以下指定区域という）において資格事業者において施設利用を行うよう監督するものとする。

第3条（利用資格事業者の厳選）
　乙は、甲のための指定区域において飛行訓練施設利用する事業者を乙の会員として厳選し、その資格事業者の適正性を疎明しなければならない。
　
第4条（規約の制定）
1.乙は、資格事業者に関する会員規約を予め甲に開示する。
2.乙は、資格事業者が指定区域において飛行訓練施設利用する際の規約を制定し、甲に予め開示し、その業務方法の了承を受けるものとする。
第4条（利用時間）
1.飛行訓練施設として指定区域を開放する時間は、別紙1の通りとする。
2.前項に拘わらず甲の要請で、利用時間の制限、変更がある日時である場合、資格事業者へ乙の責任において教示しなければならない。
第5条（利用者の対象施設での応対方法）
甲、及び乙は、対象施設の利用希望者が発生した場合、応答担当者等の業務要領を予め制度設計するものとする。
〇第6条（保障費の納付）　（案1　出来高納付制度の場合）
1.乙は、資格事業者による施設利用費（以下賦課標準額という）を徴収した場合、賦課標準額の50％相当額を、施設利用確保に関する保障費（以下保障費という）として甲に納付するものとする。
2.前項による納付方法は、各月月末にてその賦課標準額を乙において明細し、保障費相当額を甲の指定する銀行口座へ振り込むことにより納付する。

〇第6条（施設利用確保保障費）（案2　定額納付制度の場合）
1.乙は、施設利用確保保障に関する費用として、月額〇〇円を甲に納付する。

2.前項による納付方法は、甲の指定する銀行口座へ振り込むことにより納付する。

第7条（合意期間）
1.本合意の有効期間は、各年度10月から翌年9月までの1年（以下合意期間という）とする。
2.甲及び乙は、合意期間の満了日の1か月前までに次年度における合意条件を討議し、合意条件に当事者応諾できる場合、新たな条件による合意書を締結する。
第8条（新たな合意時の取扱）
甲及び乙が、合意期間経過時に、当該年度の利用状況を勘案して合意条件を変更して新たな合意を行う場合、乙は、当該更改条件に準拠した規約変更を行い、当該変更条件を、資格事業者へ周知しなければならない。
第9条（協議）
本規約に定めなき事項または解釈につき疑義もしくは紛争が生じた事項については、両者信義誠実の原則に従い協議の上解決する。
第10条（ADR手続合意）
1.本規約に関して当事者に争いが生じ、前条に基づく協議によるも解決しないときは、当事者は裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ADR法）に基づき、民間紛争解決（ADR）手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、当法人の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
以上
別紙1（第4条関係）施設利用のための対象区域開放時間（草案）
	利用区分
	時間

	開放時間帯
	10時～16時

	開放曜日
	土日祝日を除く


＊時間は、甲の要請により変更が必要な場合、予約時に教示します。
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